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＜ご参考＞精華町における当行の取組みおよび過年度
の受託業務の成果について



京都銀行の精華町における取組み
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年 月 内 容

2017年 6月 精華町の魅力発信パートナーシップ協定

2017年 7月
地域創生ハッカソン－精華町シティプロモーション－
「地域創生ビッグデータWEEK in 京都」の第1弾として精華町にて開催。
RESASやその他のデータを使用して、アプリケーションの開発コンテストであるハッカソンを実施。

2017年 8月
データから考える京都のミライセミナー
「地域創生ビッグデータWEEK in 京都」の第2弾として精華町にて開催。
RESASからみえる京都府や精華町の現状を解説したほか、「地域創生ハッカソン」の成果発表等を実施。

2017年11月

「産業振興・観光振興に向けた調査分析および統計・行政情報等のオープンデータ化に向けた検討業務」を受託
○RESAS（地域経済分析システム）と関連する統計データによる精華町の経済と産業の現状分析および将来へ
向けた課題の検討
○観光ビジョンの策定および観光振興・産業振興に向けた提案
○農業や地域産品を活かした産業振興・観光振興施策に向けた提案
○統計・行政情報等のオープンデータ化に向けた検討

2018年5月

「農業や地域産品および学研都市ブランドを活かしたシティプロモーションによる産業振興・観光振興業務」を受託
○平成29年度業務における「RESAS（地域経済分析システム）と関連する統計データによる精華町の経済と産業の現状
分析および将来へ向けた課題の検討」
○農業や地域産品を活かした産業振興・観光振興施策の実践
○学研都市ブランドを活かしたシティプロモーション（サブカルチャー振興）による産業振興・観光振興施策の実践
○京阪奈新線に関する調査

2019年 7月

「農業や地域産品および学研都市ブランドを活かしたシティプロモーションによる産業振興・観光振興業務」を受託
○農業や地域産品を活かした産業振興・観光振興施策の展開
○学研都市ブランドを活かしたシティプロモーション（サブカルチャー振興）による産業振興・観光振興施策の展開
○町内観光資源の利活用促進に向けた可能性調査
○京阪奈新線延伸に関する気運醸成の取組み
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過年度業務の成果

・RESAS等のデータによる現状の把握、将来の課題に向けた検討（人口、地域経済循環、産業）、
観光動向の現状分析
・分析結果の庁内職員や地域住民向けワークショップ

東大発ベンチャーであるチームラボと3年間、学研都市ブランドを活かしたシティプロモーションを実施（地域コンテンツの
作成、精華町に関係するクリエイター育成・サブカル振興、科学のまち・教育のまちとしてのブランディング等）

農業振興、観光振興においては、①精華町はいちごのまちであることをデータで示す、②通年で人を呼び込めるよう夏秋いち
ごの実証栽培を提案、③夏秋いちごのプロモーション支援、地域企業との関係創出、いちご農園の持続可能性についての
ワークショップ実施（チームラボと連携）

京阪奈新線延伸にかかる調査分析、決起大会の実施

けいはんな記念公園の利活用の可能性調査を実施。今後の進むべき方向性として、
学研都市ブランドを活かした利活用アイデアを提案。

2017～2018年度

2017～2019年度

2019年度

2017～2019年度

2018～2019年度



精華町の「強み」と「弱み」、「機会」と「脅威」
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強み(Strengths) 弱み(Weaknesses)

・ 人口構成は生産活動に従事する生産年齢人口比率が京都府内市町

村の中で最も高く、老年人口比率は最も低い。

・ 域外で勤務する生産年齢の住民が多いことから、域外からの雇用者所

得の流入が多い。一方、老年人口が少なく、年金等への依存度は低い。

・ 住民の所得水準が高く、専業主婦が多い。住民の学歴水準も高い。域

内に質の高い個人市場がある。

・ 鉄道インフラの利便性、教育環境、景観などの面から住宅地としての評

価が高い。

・ 「学校教育」、「その他の学習・教育支援業」(塾、図書館)など教育関

係の事業が充実しているほか、「学術研究・開発機関」が集積している。

・ インキュベーション施設(けいはんなオープンイノベーションセンター、

けいはんなベンチャーセンター)が立地している。

・ 高齢化により、人口構成が徐々に逆ピラミッド化。転出の多い20歳～

24歳の人口が増加し、転出による人口減少圧力が強まる。

・ 域外市場産業である製造業と農業の基盤が脆弱である。

・ 特化係数が高く、域外への移輸出入収支が黒字となっている「精密機

械」や「ゴム製品」の生産規模は小さい。

・ 「学術研究・開発機関」が集積し、広く域外にサービスを提供しているこ

とから「公共サービス」の移輸出入収支は黒字となっているが、域内の産業

への波及効果はそれほど大きくない。

・ 地域住民の生活を支える「食料品」や「石油・石炭製品」などの移輸入

が多いため、移輸出入収支は赤字となっている。

・ 「小売業」や「対個人サービス」に勤務する従業者のウェイトは高いが、住

民の人口に対する比率は低く、地域住民の家計消費は域外へ流出超。

機会(Opportunities) 脅威(Threats)

・ ICT化による産業構造と社会構造の変化、産業の知識集約化

・ 消費者ニーズの高度化と多様化、小売業、対個人サービスの業態変化

・ 都市型農業、近郊農業の多様化

・ 人口の東京圏一極集中が続いており、大阪圏、京都府は流出超過と

なっている。人口の都心回帰。

・ 小売業や対個人サービスのチェーンストア化(商業利益が域外へ流出)

・ インターネット通販の伸張(地域の個人消費が流出)



クロスSWOT分析(人口)
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精華町の人口構成は徐々に逆ピラミッド化していくことが予想される。人口ピラミッドのバランスを崩さないためには、今後も安定的に子育て世

代の流入を促す必要がある。

このためには、マーケティング手法を活用し、鉄道インフラの利便性、教育環境、景観など住宅地としての「強み」に磨きをかけると共に、「強み

」を活かしたシティプロモーションにより、安定的な子育て世代層の流入を図ることが求められる。

また、子育て世代の流入は、経済・産業の面で「小売業」や「対個人サービス」などの域内市場型産業の需要増につながる。

図 Ⅳｰ2-②流山市(千葉県)の将来推計人口と国勢調査人口
先行事例としては千葉県の流山市がある。流山市は

千葉県北西部に位置し、人口約18万人、東京都特

別区への通勤人口が多い住宅地である。

流山市においても人口の増勢がストップし減少に転

ずることが予想されていたが、子育て世代の転入により

人口の増加が続いている。

もちろん、2005年に開業した「つくばエクスプレス」効

果もあるが、流山市ではマーケティングの専担組織を設

置。共働き子育て世代をターゲットに絞ってマーケティン

グ手法を導入し、シティプロモーション戦略を実施したこ

とが見逃せない。

課題と対応方針

先行事例



クロスSWOT分析(経済・産業-1)
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産業には次の3つのカテゴリーが考えられる。「Ⅲ-3-(3)影響力・感応度マップ(地域分布と成⾧モデル)」(168頁)

①域外市場型産業:「農業」や「製造業」のように主に域外の市場を対象とした産業で、市場規模の制約がない。

②域内市場型産業:「小売業」や「対個人サービス」のように主に域内の市場を対象とした産業で、市場規模は地域の人口に依存する。

③事業所を市場とした産業:「対事業所サービス」のように、事業所にサービスを提供する産業で、事業所が増加することにより成⾧する。

戦略として、市場規模に制約がない「①域外市場型産業」が成⾧し、これにより事業所が増加する。また、域内の市場開拓と子育て世代の

流入により「②域内市場型産業」が成⾧し、これにより事業所が増加する。そして、①と②による域内の事業所の増加を受けて「③事業所を市

場とした産業」が成⾧するという成⾧モデルを想定し、「①域外市場型産業」と「②域内市場型産業」をめぐる戦略オプションについて検討する。

地域経済の成⾧モデル

(2)産業をめぐる戦略オプション

域内事業所の増加

(個人を市場とした産業)

移輸出の増加

③事業所を市場とした産業

(2)-①域外市場産業をめぐる戦略オプション

(2)-②域内市場産業をめぐる戦略オプション
域内の個人市場開拓

シティプロモーションによる
子育て世代の流入

①域外市場型産業
(農業、外需型製造業)

②域内市場型産業

(1)人口をめぐる戦略オプション

社会増減による人口増加
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クロスSWOT分析(経済・産業-2)

図 Ⅳ-2-③ 工場立地地点選定理由

研究機関を重視している理由まではわからないが、産業の知識集約化が進むなかで、研究開発志向の強い企業にとっては、研究環

境、従業員の採用と育成などの面で学研都市は魅力のある立地と考えられる。

学術研究機関は工場立地の選定理由としては決して多くはないが、反対に、条件を満たす立地は限られているだけに、こうしたニーズ

を着実に捉えていく必要がある。そのためには、研究開発型企業を対象としたシティプロモーションやマーケティング的な発想や手法も必要

であろう。

(件)

(最も重視) (重視) (最も重視) (重視)
本社・他の自社工場への近接性 126 155 地方自治体の誠意・積極性・迅速性 15 73
市場への近接性 38 67 高速道路を利用できる 10 116
地価 34 136 空港・港湾・鉄道等を利用できる 4 11
関連企業への近接性 32 61 経営者等の個人的つながり 3 29
人材・労働力の確保 28 96 工業用水の確保 2 21
工業団地である 27 138 学術研究機関の充実(産学共同等) 2 6
周辺環境からの制約が少ない 25 99 他企業との共同立地 1 6
国・地方自治体の助成 22 99 流通業・対事業所サービス業への近接性 0 22
原材料等の入手の便 17 55 その他 35 71

合計 421 1,261
出所：平成28年における工場立地動向調査について(経済産業省)をもとに作成
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クロスSWOT分析(経済・産業-3)

【強み】・住民の所得水準と学歴水準が高い ・域内に良質な個人市場がある。

【弱み】・地域住民の人口に比較して、個人市場を対象とした産業の集積度は高いとはいえない。

・ このため、地域住民の家計消費が域外へ流出している可能性がある。

【機会】・消費者ニーズの高度化と多様化 ・「小売業」や「対個人サービス」の業態変化

【脅威】・事業所のチェーンストア化 ・インターネット通販の伸⾧

(2)-②域内市場型産業をめぐる戦略オプション

域内市場型産業をめぐるSWOT

住民の人口に対して「小売業」や「対個人サービス」など個人を対象とした産業の集積度は高いとはいえない。このため、地域住民の家計

消費は域外へ流出していることが【弱み】となっている。しかし、【強み】として域内に良質な個人市場が存在しており、前向きな見方をすれば

、集積度が低いという【弱み】は【機会】と捉えることもできる。

家計消費の流出を防ぎ、プラスに転換する方策としてはショッピングモールなどの大型商業施設の誘致が考えられるが、大型の商業施設で

は地域外の店舗が多数を占め、仕入れも域外からの仕入れが多く、地元への経済効果もそれほど大きくないと考えられる。

一方、外部環境の【機会】と【脅威】に目を向けると、「小売業」や「対個人サービス」に対する消費者ニーズは常に変化を続けている。しか

し、どの様な業態であれ、消費者の全てのニーズを満たすことは不可能であり、地域の消費者のどの様なニーズを満たすのか、地域ではどの

様なサービスが不足しているかを見極めた木目細かな対応が求められるだろう。

また、 「小売業」や「対個人サービス」は、地域の生活、文化のインフラであり、地域住民の住環境でもある。このため、「人口をめぐる戦略

オプション」につなげる視点も必要である。

課題と対応方針
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⑤将来目標の設定
2017年度 精華町観光振興・産業振興プラン（チームラボと連携）

■コンセプトに基づいて、2017年度実施した内容
精華町の住んでいる人・精華町で学ぶ人・精華町で働く人・精華町役場が一体となってクリエイター等と共に、

精華町の魅力を伝えるような地域とのつながりを感じるソフトコンテンツを生み出す「共創」を意識した施策を実施

企画調整課産業振興課

精華町役場

グッズ等商品企画・制作 / イベント企画・運営

精華町を舞台にしたコンテンツの事例

ショートショート「けいはんな日記」ならびに登場キャラクター制作
田丸雅智さん（ショートショート作家）大江咲さん（京都在住精華大学卒）

地域住民

連携

グッズ化支援
イベント化支援

グッズ化相談
イベント化相談

ファミリー向け
コンテンツ

創作

「チームラボと考える未来の学研都市」
「お絵描きワークショップ」

「柳田理科雄先生の空想科学実験室」
イベント参加
アイディア共創

京都精華大学

「チームラボと考える
未来の学研都市」参加

親子
「お絵描きワークショッ

プ」
の運営参加

連携

イベント
参加

「精華町バレンタイン
スイーツラリー」

チームラボ株式会社
連携 イベント協力

精華町スイーツタウン協会、いちご農園、各施設

版権合意版権調整
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企画調整課産業振興課

精華町共創ブランディング

コンテンツプロモーション

精華町を舞台にしたコンテンツの創作の継続
今年度制作した「けいはんな日記」の登場キャラクター活用

連携

版権合意版権調整

商品化支援 商品化相談

KICK 連携

いちごタウン構想 農業移住体験データ分析

チームラボ株式会社

連携

農業・コンテンツ共創

精華大学など
学校機関

クリエーター育成
Kickの認知

研究機関連携

連
携

地域住民との農業ワークショップ

華工房など特産品の生産者・販売者

小学生（先生）プログラミング教室

連
携

2020年小学校の
プログラミング教育の必修化

地域の産業
イノベーション共創

デジタルコンテンツ創作

デジタルコンテンツ

■将来コンセプトに基づいた、2018年度の事業プラン再構築
精華町にヒアリングしながら、再構築した2018年度の施策案は下記の通りである。

教育の町としてのブランド構築とデジタルコンテンツ振興と主力農産物の「いちごタウン構想」の継続施策

教育コンテンツ振興

使用許可

地域住民

2018年度 精華町観光振興・産業振興プラン（チームラボと連携）

科学のまちの子フェス・ロボットコンテスト

企業連携ポスター掲載

中学生体験農業プラン
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企画調整課

精華町共創ブランディング

ノベルティ化促進

精華町を舞台にしたコンテンツの創作の継続「けいはんな日記」の
登場キャラクター権利フリー化ガイドラインとノベルティ化促進施策

連携

版権合意

商品化支援 商品化相談

自走サポ
ート

パネルディスカッション

チームラボ株式会社

連携

農業・コンテンツ共創

地域住民主体のWS

クリエーター育成
Kickの認知イベント
研究者主体のWS

地域住民を巻き込んだ農業ワークショップ

いちごタウン構想

地域の教育
イノベーション共創

デジタルコンテンツ創作

デジタルコンテンツ

■将来コンセプトに基づいた、2019年度の事業プラン再構築
2019年度の施策案は下記の通りである。

サブカルフェス:ノベルティ見本市

使用許可

地域住民科学のまちの子フェス
仮）ロボットコンテスト・ノベルティ見本市

SNS集客と開催サポート

ビジネスモデル構想

利用申請

産業振興課

キャラクターノベルティ見本制作

2019年度 精華町観光振興・産業振興プラン（チームラボと連携）
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継続して各種施策の広告・実施結果の掲載のために活用

2019年チームラボと考える未来の学研都市①
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継続して各種施策の広告・実施結果の掲載のために活用

2019年チームラボと考える未来の学研都市②


